
昨
年
度
の
市
の
事
業
は
暮
ら
し
に
ど
う
影
響
し
た
か
（
　
　
）
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流山市議会
社民党

■
補
正
予
算
案
（
第
３
号
）

  

補
正
予
算
に
は
、
市
民
生
活
に
必
要
な
補
正

も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
次
に
指
摘
す

る
よ
う
な
、
誤
っ
た
国
策
へ
の
対
応
策
と
い
う

問
題
も
含
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
反
対
し
ま
す
。

  

ま
ず
、
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
と
環
境
性
能

割
り
の
導
入
は
、
消
費
税
増
税
で
自
動
車
購
入

が
減
少
す
る
事
へ
の
対
策
、
逆
進
性
の
消
費
税

の
増
税
を
国
民
に
受
け
入
れ
さ
せ
る
た
め
の
小

手
先
の
欺
瞞
策
で
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

    

ま
た
、
放
射
能
を
含
ん
だ
溶
融
飛
灰
を
、
こ

れ
ま
で
の
化
学
処
理
を
し
て
最
終
処
分
場
に
持

ち
込
む
と
い
う
そ
れ
自
体
問
題
の
あ
る
方
法
か

ら
さ
ら
に
進
め
て
、
処
理
を
し
な
い
ま
ま
建
設

資
材
等
と
し
て
利
用
す
る
施
策
が
反
映
さ
れ
て

い
ま
す
。
１
㎏
あ
た
り
１
０
０
ベ
ク
レ
ル
を
超

え
る
物
質
は
放
射
性
物
質
だ
と
し
て
、
一
般
廃

棄
物
扱
い
や
建
設
資
材
な
ど
と
し
て
の
利
用
を

禁
止
し
た
、
原
子
炉
等
規
制
法
と
原
子
力
規
制

委
員
会
の
規
則
を
無
視
し
た
や
り
方
で
す
。
し

か
も
１
０
０
ベ

ク
レ
ル
を
は

る
か
に
超
え

て
、
２
０
０
０

ベ
ク
レ
ル
以

下
な
ら
良
し

と
す
る
方
法

は
、
環
境
政

策
の
自
殺
行

為
と
言
わ
ね

ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

さ
ら
に
、
消

費
税
増
税
を

阿部治正が第 3 回定例市議会で行った、市の非正規職員の処遇に関係した会計年度任用職

員制度についての条例案、そして補正予算案（第 3 号）に対する討論の要旨をご紹介します。

前
提
に
し
た
、
改
正
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法

が
反
映
さ
れ
て
い
ま
す
。
社
民
党
は
、
か
ね
て

よ
り
一
貫
し
て
、
幼
児
教
育
・
保
育
無
償
化
の

方
向
を
目
指
し
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
改
正

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
は
、
財
源
と
政
策
の

優
先
順
位
に
問
題
が
あ
る
の
で
反
対
し
ま
し
た
。

  

内
閣
府
が
行
っ
た
所
得
階
層
毎
の
試
算
で
は
、

保
育
所
等
で
は
今
回
の
無
償
化
に
伴
う
公
費
負

担
額
の
半
分
が
年
収
約
６
４
０
万
円
超
の
世
帯

に
配
分
さ
れ
ま
す
。
幼
稚
園
等
で
は
約
４
割
が

年
収
約
６
８
０
万
円
超
の
世
帯
に
配
分
さ
れ
ま

す
。
中
高
所
得
層
に
厚
く
低
所
得
層
に
薄
い
配

分
と
な
っ
て
い
る
の
で
す
。

  

政
府
案
は
、
逆
進
性
が
作
用
す
る
給
食
費
等

の
保
護
者
負
担
を
残
し
た
ま
ま
で
す
。

  

さ
ら
に
、
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
も
含
む
認
可
外

保
育
所
等
も
対
象
と
す
る
な
ど
、
保
育
の
質
に

問
題
が
あ
っ
て
も
補
助
の
対
象
と
な
る
可
能
性

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
保
育
の
質
の
向
上
、
保
育

士
の
処
遇
改
善
に
直
接
結
び
つ
く
施
策
は
盛
り

込
ま
れ
て
お
ら
ず
、
保
育
の
安
心
・
安
全
も
確

保
で
き
ま
せ
ん
。

  

そ
し
て
政
府
案
は
、
予
算
措
置
が
公
立
の
施

設
に
対
し
て
極
め
て
冷
淡
な
内
容
と
な
っ
て
お

り
、
公
立
保
育
所
の
民
営
化
を
さ
ら
に
加
速
さ

せ
る
こ
と
に
も
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

  

も
う
す
で
に
、
待
機
児
童
が
い
っ
そ
う
増
加

し
、
ま
た
保
育
士
不
足
も
激
化
す
る
な
ど
の
混

乱
が
起
き
始
め
て
い
ま
す
。

  

社
民
党
は
、
保
育
所
の
増
設
と
質
の
向
上
、

保
育
士
の
待
遇
の
改
善
を
強
く
求
め
て
い
く
立

場
か
ら
も
、
本
補
正
予
算
に
は
反
対
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　

●
賛
成
２
２
名
・
反
対
５
名

賛成
官
制
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
無
く
す
一
助
に
！

公
共
サ
ー
ビ
ス
受
け
る
市
民
に
と
っ
て
も
大
事
な
課
題

阿
部
治
正
は
こ
の
６
年
ヶ
月
の
間
、
平
日
は
毎
朝
（
荒
天
や

出
張
な
ど
で
市
内
に
い
な
い
日
を
除
き
）
市
内
の
各
駅
頭
に

立
ち
市
政
の
報
告
を
し
て
い
ま
す
。

反対
消
費
税
は
「
子
ど
も
・
子
育
て
の
た
め
」
は
本
当
？

２
千
ベ
ク
レ
ル
を
ゴ
ミ
と
し
て
処
分
す
る
の
は
環
境
行
政
の
否
定

■会計年度任用職員制度の導入
に関する条例案
　意見と要望を付して賛成します。

  地方自治法と地方公務員法の改正を受けて、

来年 4 月から新たに「会計年度任用職員制度」

が発足しようとしています。いまや市職員の 2

人に 1 人が低賃金、低処遇の臨時非常勤職と

なっている状況の中で出てきた制度変更です。

  これが本当に「働き方改革」の一環だとする

ならば、「官製ワーキングプア」の温床とされ

てきた自治体の非正規職員の賃金や労働条件

の抜本的な改善が行われなければなりません。

  本来なら正規職員として採用すべきところ

を、会計年度任用職員をもっぱら用いるなど

ということは、新制度の趣旨に反しているこ

とであり、厳に戒められるべきです。

  自治体の臨時非常勤職員の賃金や労働条件

を、ワーキングプアと呼ばれる状態に放置す

ることなく、尊厳ある労働のレベルに引き上

げようとするならば、相応の予算措置を講じ

るべきです。

  また、予算措置を講じるどころか、外部委託

にした方が人

件費を下げる

ことが出来る

な ど の 思 惑

で、安上がり

の外部委託に

走るならば、

形を変えた官

制ワーキング

プア発生の温床になりかねません。

  制度の導入においては、官製ワーキングプア

の解消の一助としていくことこそが重要です。

今後の制度設計にあたっても、その事を最重

視するべきとの意見を強く付します。

  今後は市の規則によって具体的な労働条件の

設定が行われていくことになりますが、それ

が自治体非正規職員の賃金・労働条件の実質

的な向上に繋がるものとなるよう要望します。

あわせて、休暇制度や社会保険への加入にお

いても、正規職員との格差の是正を図るよう

強く要望して、賛成討論とします。

　　　　　　　　　　　　●賛成 27 名・反対 0 名

と
り
あ
え
ず

ペ
コ
リ

第３回

定例会

の報告

市
民
の
視
点
か
ら
一
般
質
問
や
議
案
審
査
に
取
り
組
む

２
～
３
面

に
掲
載

１

２

３ ５

４

マイナンバーカードの取得は任意
のはず。強制取得は許されない！

一般質問で取り上げました！

来年3月末までに

全ての公務員に取得して

もらいいますからね！

家族の人もね

わたしも？

６年前のこと…
便利です。銀行、買
い物、病院などなど
でも使えるようにな
りますよ。

個
人
情
報
ダ
ダ
漏
れ

政
府
と
繋
が
る
Ｉ
Ｔ
業
界

に
儲
け
さ
せ
る
魂
胆
ね

で
も
世
論
の

７
割
が
反
対

強制はしません。
取る取らないは自
由です。

民意は反対

信用できない

ホ
ン
ト
ね
。

約
束
す
る
な
ら

賛
成
。

国会

流山の９月市議会で

あくまでも勧奨。でも取っ

たかどうか何度もチェッ

クします。申請用紙を配

り職場単位で回収します。

今ならプレミアムポイン

トの得点付きです。

カード取得が市
職員採用条件だ
なんて就職差別
でしょ！

や
り
方
サ
イ
テ
ー

国
は
情
報
ね
つ
造
、

隠
蔽
、
改
ざ
ん
ば
っ
か

国
民

の

情
報

は

丸
裸 わ

た
し
総
務
省
の
役
人
で
す
が
、

上
の
や
る
こ
と
は
エ
グ
す
ぎ
る

これを許したら、他の
政策でも約束破りが当
たり前に！

消
費
税
は
大
企
業
減
税
や

軍
拡
な
ど
に
使
い
ま
す

子育て支援にも

ちょっぴりね

消費税

社
民
党
は
反
対
！



㎏あたり 100 ベクレル以上の物質は厳重に管理され

るべき放射性物質とされてきました。100ベクレルは、

人の健康に影響を及ぼさないために、被ばく線量を

年間 10 ミリシーベルト以下に抑えるべきとの知見か

ら計算されたもの。ところが国は、福島原発事故の後、

環境中に大量に放出された高濃度の放射性物質の処

理に困り、ゴミとして処分できる放射能の値をいっき

に80倍の8000ベクレルまで引き上げました。理由は、

ただ大量の放射性廃棄物を、一般ゴミとして安価に

処分したいという、政治的思惑だけでした。自治体

の環境行政は、断固として異を唱え、住民の健康と

法の秩序を守るために声をあげるべきでしたが、流

山市は国の無法に追随する道を選んでしまいました。

  次に「学び、受け継がれ、進展する流山」について。

　流山市における小・中学校の校舎不足、背景にあ

る子どもの数の予測を超えた急増も、市が推し進め

てきたＴＸ沿線開発が良いことばかりではないこと

を示す例です。市は、最近では、文科省さえが指摘

する新設校のマンモス校化の弊害に触れることを避

け、逆にマンモス校のメリットについて語り始めて

いますが、それ

はやはり無理。

　経済的に困難

な子どもへの就

学援助について。

要望をしてきた

クラブ活動費、

ＰＴＡ会費、生

徒会費の支給が、

小学校でＰＴＡ

会費、中学校で３項目すべて支給されるようになった

点は評価。しかし流山市の就学援助の認定基準は、生

活保護基準の１．１倍未満、つまり生活保護世帯に限り

なく近い世帯。全国的には１．２倍～１．３倍が最多、１．

５倍の自治体もある中で、流山市の姿勢は子どもの貧

困問題に真剣に取り組むものとは言えません。

　私はずっと、ふるさと納税制度が持っている深刻な

問題、返礼品の選び方の問題、何よりも経済的に余裕

のある者への優遇策となること、市の業務負担や財政

的持ち出しを増やしてしまう可能性、地方創生とは名

ばかりで安易な国策や流行への追随によって市職員の

本当の自発性や創意工夫の力を削ぐ危険性などを指摘

してきました。この制度は、自治体間での税金の奪い

合い、ゼロサムゲームに他なりません。こういう政策

に乗っかった上で、健全な地方財政はなく、地方創生

もあり得ない。本当の流山ファン作りも、職員の創意

工夫も生じないと、念を押しておきます。

　流山市の本当の魅力やその可能性をはき違えた、観

光施策への過度の熱中。テレワーク、サテライトオフィ

スなどが持つ労働法制の適用逃れへの警戒心の無さな

ども、昨年の決算と同様に指摘をしておきます。

　最後に「公民パートナーシップによる構想実現と効

率的、効果的行財政運営」について。

　必要な部署に必要な人員をキチンと配置をする点で

の思い切りの悪さが、多くの職場で無理な働き方を強

いています。安上がり委託として大きな失敗も経験し、

批判もされてきた、委託職場での賃金・労働条件の改

善も進んでいません。

　マイナンバー

制度についても

指摘します。流

山市など地方自

治体が、国のマ

イナンバー制度

拡充の動きに追

随してきたこと

は、今年度に入っ

て、国の側から

の、マイナンバー制度自体にも違反する、公務員やそ

の家族などへのマイナンバーカード取得の事実上の強

制策を呼び込んでしまいました。

　最後に、2018 年度の決算への評価においても欠か

せない、消費税がはらむ問題への当局の姿勢について

も述べておきます。当市の 18 年度の歳入における地

方消費税交付金の額は約２７億８千３００万円、だか

ら消費税は地方財政にも貢献していると言えるのか。

そうではありません。地方消費税交付金として流山市

に入ってくるお金より、消費税として市が支払ってい

る額の方が大きいというのが事実です。このことを、

市当局は市民に正直に語るべきだと述べて、決算への

反対討論を締めくくります。　●賛成 22 名・反対 5 名

　まず「整備・開発と自然環境のバランスのとれた

流山」の施策。

　第１にＴＸ沿線開

発がバブルの兆候を

示していること。第

２に新川耕地に建設

されている巨大物流

施設は、既に過剰投

資が指摘されている

事。私は、これらの

事への警戒心を持つ

べきだとかねてから指摘してきました。

　そもそも、常磐新線構想と宅鉄法自体、プラザ合意

や円高不況で日本の経済成長にストップがかかった

ときに、時の政府が巨大な人為的需要創出策として

打ち出した計画。自然な、内発的な地域の発展の道

筋だったわけではなく、経済へのカンフル剤という

性格を持っていました。もちろん、一定の経済活性

化効果はありました。とは言え、人為的需要創出策

という性格は今も引き継いでおり、近年はますます、

国による野放図な財政膨張策、超金融緩和策と結び

ついた開発事業となってしまっています。しかし巨

額の財政赤字を顧みない財政膨張、金融機関の財務

を傷つけるマイナス金利政策は、ずっと続けられる

わけではありません。近い将来に限界が明らかにな

り、再び三度、リーマンショック級の経済破綻が生

じれば、ＴＸ沿線開発に偏重した流山のまちづくり

は、大きな困難に直面することは避けられません。

  次に「生活の豊かさを実感できる流山」について。

　クリーンセンターで剪定枝などを混ぜて燃やすこ

とで発生する放射性焼却灰を、一般のゴミとして処分

することは、環境行政としては致命的な誤り。原子

炉等規制法や原子力規制委員会の規則によって、１

  「誰もが充実した生涯をおくることができる流山」

について。

　３歳児未満

か ら ３ 歳 児

以上の保育へ

の接続につい

て、市として

も問題意識は

持っているよ

うですが、十

分な改善はま

だです。

　ある保育所で、経理の著しいずさんさ、法人内部の

対立と訴訟合戦、それが園児や保護者にも混乱を与え

ている事案が明るみになりました。市有地が貸し与え

られており、市の税金が支出されていることからも、

問題が深刻化する前に市当局のチェックがキチンと入

れられるべきでした。

　学童クラブは、４年生から６年生までの受け入れが

出来てなかった地域に対策が打たれた点は評価。しか

し子どもたちの数がまだまだ増えることは間違いなく、

加えて学童保育の質の確保という点では、保護者の方

たちから切実な苦情に十分に応え切れていません。

　介護では、利用料の３割負担の導入、生活支援サー

ビスの回数の制限、要介護認定率を下げた自治体への

国からのインセンティブの付与など介護切り捨て政策

が進められました。市は、３割負担で介護サービスの

利用抑制は生じていない、またインセンティブ付与で

与えられた調整交付金は介護予防事業に活用、生活支

援のサービス回数制限については地域ケア会議で検証

しながら実施していると言います。しかし国がこれら

の制度を持ち込んだ動機は明白。要介護認定率を下げ

る、生活援助サービスの利用を減らす、要するに介護

に支出する国費を減らすことが第１の狙い。流山市の

介護施策に歪みが生じていないはずがありません。

　「誰もが充実した生涯を送れる流山市」を目指すと

いうならば、ＬＧＢＴへの施策にもっと積極的である

べき。自治体独自の認証制度をつくることでＬＧＢＴ

カップルの不利益を解消しようとする努力が他自治体

に広がる中で、流山市は動く気配がありません。

  

　「賑わいと活気に満ちた流山」を目指す施策について。

③②

市
民
視
点
か
ら
開
発
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市
民
福
祉
の
現
状
を
総
点
検
！

2018 年度決算

への反対討論
　阿部治正は、第 3 回定例市議会（９月５日～ 10 月７日）の最終日に前年度（2018 年度）
の決算への反対討論を行いました。市の各事業分野に則して、討論の要旨をご紹介します。

●バブル頼みのまちづくりはい

ずれ限界に、 それへの備えを

開発の歪みを正し暮らしの充実策を

●２０００ベクレルの放射性物質を

ゴミとして処分してはいけない

●巨大規模校の問題隠さず、 就

学援助は必要な児童に支給を

昨年度の事業と予算の使われ方をチェック ●保育所の不正経理問題を解

決し、介護の切り捨てはやめよ

●富裕者優遇のふるさと納

税、 労働法制逃れはダメ

●マイナンバー制度は破綻、消

費税は市の負担も増やしている


